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朝日町公告第３５号 

 朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務について、受託候補者となる事業者を選定する

公募型プロポーザルを実施するので、次のとおり公告する。 

  令和５年７月１３日 

朝日町長 矢野 純男   

 

朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務に関する公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  この要領は、朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務（以下「本業務」という。）を委

託するにあたり、公募型プロポーザル方式により受託候補者を選定するために必要な事

項について定めるものとする。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名   朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務委託 

（２）業務内容  別紙「朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務委託仕様書」のとおり 

         （受託者の提案内容により、契約時において一部変更する場合がある。） 

（３）履行期間  契約締結の日から令和６年８月３１日（土）まで 

（４）契約限度額 １３，２９４，６００円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

         ただし、令和５年度の支払限度額は８，２７４，２００円（消費税額及

び地方消費税額を含む。）とする。 

 

３ 担当部署（問合せ先） 

  朝日町役場 総務課（担当：永田・寺島） 

  〒５１０－８５２２ 三重県三重郡朝日町大字小向８９３番地 

  電話番号 ０５９－３７７－５６５１ 

  FAX 番号 ０５９－３７７－５６６１ 

メールアドレス soumu@town.asahi.mie.jp 

 

４ 参加資格要件 

  本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

（１）この公告の日現在において、朝日町入札参加資格者名簿（建築関係コンサルタント）

に記載されている者であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立て（更生手

続き開始の決定を受けているものを除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第２２

５号）に基づき再生手続き開始の申立て（再生手続きの決定を受けているものを除
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く。）がなされていないこと。 

（３） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

（４） 事業の代表者、役員（執行委員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、

その経営に関与する者が、暴力団員又は暴力団（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）

若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

（５） 当該年の直前１年の国税及び地方税を滞納していないこと。 

（６） 参加意思表明書の提出の日から契約締結までの間において、朝日町建設工事等資格

（指名）停止措置要綱（令和２年朝日町告示第４号）に基づく資格（指名）停止措

置を受けている者又は受けることが明らかな者でないこと。 

（７） 過去１０年間（平成２５年４月１日から令和５年３月３１日まで）に国、地方公共

団体等（国及び地方公共団体が関係する独立行政法人等を含む。）の行政庁舎（学校、

幼稚園、保育園、病院、駐車場棟、清掃施設、下水道処理場、観光施設、文化施設

及びスポーツ施設等を除く。）の整備（延床面積３，０００㎡以上）に係る基本構想

や基本計画（業務や計画の名称に関係なく、本町の新庁舎建設基本計画策定支援業

務委託仕様書に係る内容を含むものであれば可能とする。）の策定に関する業務実績

を有していること。 

（８） 参加意思表明書提出日において、入札に参加しようとする者と継続して３月以上の

雇用関係があり、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による一級建築士の資格

を有する技術者を配置できること。 

 

５ 朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務委託公募型プロポーザル実施要領等の交付 

（１）交付期間  令和５年 7月１３日（木）から令和５年８月２日（水）まで（日曜日及

び土曜日を除く）の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（２）交付場所  ３の担当部署とする。 

（３）交付方法  直接交付又は朝日町ホームページからのダウンロードによる。 

（４）交付書類  ①朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務委託公募型プロポーザル実

施要領 

②朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務委託仕様書 

 

６ 質問の受付及び回答 

  本要領等の内容に質問がある場合は、質問書（様式８）を提出すること。ただし、評価

及び審査に関する質問や提案内容に関する質問は受け付けない。 

（１）受付期間  令和５年７月１３日（木）から令和５年７月２０日（木）の午前８時３

０分から午後５時１５分まで（日曜日及び土曜日を除く） 
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（２）提出場所  ３の担当部署とする。 

（３）提出方法  質問内容を簡素にまとめて質問書に記入し、持参、郵送、FAX又は電子

メール（着信を確認すること）で提出 

         ※口頭での質問は受け付けない。 

（４）回答方法  令和５年７月２６日（水）午後５時１５分までに、朝日町ホームページ

へ掲載する。 

 

７ 参加意思表明書等の提出 

  本プロポーザル参加希望者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

（１）提出書類  ①プロポーザル参加意思表明書（様式１） 

         ②業務実績調書（様式２） 

         ③過去に作成した新庁舎建設基本構想又は基本計画の完成版 

         ④会社概要（様式３）及び会社パンフレット 

         ⑤配置予定技術者調書（様式４） 

（２）提出部数  １部 

（３）提出期間  令和５年７月１３日（木）から令和５年８月２日（水）まで（日曜日及

び土曜日を除く）の午前８時３０分から午後５時１５分まで 

（４）提出場所  ３の担当部署とする。 

（５）提出方法  持参又は郵送（簡易書留又は書留に限る。）とする。 

（６）参加資格の決定  参加資格の有無は、提出書類を審査の上、別途通知する。 

 

 

８ 企画提案書等の提出期限、提出場所及び提出方法等 

  本プロポーザルに参加意思表明した者で企画提案書等を提出しようとする者（以下「企

画提案者」という。）は、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

（１）提出書類  ①企画提案書（様式５） 

         ②業務の実施方針等（様式６） 

         ③テーマ別企画提案書（様式７） 

         ④業務工程表（任意様式） 

         ⑤見積書及び内訳書（任意様式） 

（２）提出部数  ９部（正本１部、副本８部） 

（３）提出期限  令和５年８月１８日（金） 

※持参による提出の受付時間は、土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８

時３０分から午後５時１５分まで 

（４）提出場所  ３の担当部署とする。 

（５）提出方法  持参又は郵送（簡易書留又は書留に限る）とする。 
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９ 企画提案内容 

  企画提案者は、朝日町新庁舎建設基本計画策定支援業務委託仕様書に基づき、次の内容

を提案することとする。 

  なお、企画提案書の作成に当たり、朝日町新庁舎建設基本構想、第６次朝日町総合計画、

朝日町都市マスタープラン、朝日町公共施設等総合管理計画等を参考にする場合は、朝日

町ホームページ等を参照すること。 

（１） 業務遂行における実施方針等について 

本業務に対する実施方針、支援の体制及び会議等での合意形成の手法等について提

案すること。 

（２）朝日町の特性・課題を踏まえた庁舎整備のあり方や考え方について、テーマ別に提案

すること。 

  テーマ①：将来の社会潮流を見据えた庁舎整備について 

  テーマ②：基本計画における概算工事費の考え方について 

 

１０ 企画提案書等の作成様式及び記載上の留意事項 

（１） 提案は、１社につき１企画案とする。 

（２） 提出書類のサイズは、Ａ４版を原則とする。 

（３） 提案にあたり、概念図や出典の明示できる図表や既往成果を用いることは支障ない

が、本提案のためのパース図や詳細図面を用いることは認めない。 

（４） 資料の差し替えや追加資料の提出は認めない。 

（５） 業務工程表については、町担当者との打合せ時期を含めること。 

（６） 見積書に記載する額は、消費税及び地方消費税に相当する額を減じた額とする。契

約となった場合は、見積書に記載された金額に消費税及び地方消費税に相当する額

を加えた金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨て

た金額）を持って契約金額とする。 

 

１１ 受託候補者の選定等 

（１） 評価の方法 

本業務の受託候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を開催し、企画提

案者が企画提案書の内容について説明（プレゼンテーション）を行い、選定委員会

委員（以下「委員」という。）が評価する。なお、選定委員会は非公開とする。 

（２） 評価基準 

評価は、委員が次表の審査項目及び評価基準に基づき、実績や業務執行体制、提

案内容、プレゼンテーション及び見積価格について評価し、最も合計点の高い企画

提案書を選定する。なお、同点の参加者が複数ある場合は、委員の多数決により選

定する。 
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審査項目 評価基準 配点 

１．企業実績等 ・保有実績等 10 

２．配置予定技術者 ・保有資格及び実績 10 

３．業務の実施方針及び実施体制 

・本業務の目的に沿っているか。 

・効果的な実施体制となっているか。 

・合意形成の手法が適切であるか。 

10 

４．テーマ別企画提案 

 

テーマ① 

 

・朝日町への提案として独自性があ

るか。 

・地域特性を踏まえた提案がされて

いるか。 

・提案されている内容が効果的であ

り、妥当性があるか。 

・朝日町の状況についての把握がさ

れているか。 

15 

テーマ② 15 

５．業務工程 
業務遂行における工程が適切である

か 
10 

６．プレゼンテーション ・信頼性、計画性、魅力等 10 

７．見積書 
・見積額は、提案内容に比して適切な

ものか。 
20 

合 計 100 

 

（３） プレゼンテーション 

ア 日時（予定） 令和５年８月２３日（水） 

       ※予備日①：令和５年８月２４日（木） 

イ 場所（予定） 朝日町役場２階 大会議室 

（ア）内容    提案説明（１業者）２０分以内、質疑１０分程度 

※プレゼンテーションでパソコンを使用する場合は、プロポーザル

参加者が準備すること。ただし、プロジェクター及びスクリーン

は朝日町で用意する。 

（イ）出席者   １社につき４人以内とし、本業務を担当する技術者は必ず出席し、

説明を行うこと。 

（４） 選定結果の通知 

① 選定結果は、選定後にプロポーザル参加者全員に通知する。 

② 選定結果や選定内容については、公表・異議申立ては受け付けない。 
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１２ 本プロポーザルの実施スケジュール 

期間等 実施内容 

令和５年７月１３日（木） 公告・募集開始 

令和５年７月１３日（木）～７月２０日（木）午後５時１５分まで 質問書受付期間 

令和５年７月２６日（水） 質問回答日 

令和５年７月１３日（木）～８月２日（水）午後５時１５分まで 参加意思表明書受付期間 

令和５年８月４日（金） 参加資格審査結果通知 

令和５年８月１８日（金） 企画提案書受付期限 

令和５年８月２３日（水） 

予備日①：令和５年８月２４日（木） 

※予備日は、提案者の数によって実施の有無を決定 

プレゼンテーション 

令和５年９月上旬 結果通知 

令和５年９月上旬 契約締結 

 

１３ 失格事項 

  参加者が次のいずれかの事項に該当した場合は失格とする。 

（１） 書類の提出期限に遅延した場合 

（２） 本要領を遵守しない場合 

（３） 提出書類に虚偽の記載があった場合 

（４） 見積金額が契約限度額を超過している場合 

（５） プレゼンテーションを欠席した場合 

（６） 審査の公平性を害する行為があった場合 

（７） 前各号に定めるもののほか、提案に当たり著しく信義に反する行為等があった場合 

 

１４ その他 

（１） 本プロポーザルに参加するために要した一切の費用は、提案者の負担とする。 

（２） 本プロポーザルの企画提案に係る報酬は、支給しない。 

（３） 提出された書類等は、企画提案者に返却しないものとする。 

（４） 企画提案書等の著作権は、原則として当該提案者に帰属するものとする。ただし、

朝日町において受託候補者選定に伴う作業等の必要な範囲内において複製ができる

ものとする。 

（５） 選定の経過及び選定された候補者は、朝日町ホームページで公開することがある。 

（６） 本プロポーザルにおいて提出された企画提案書等については、朝日町情報公開条例

（平成１１年朝日町条例第７号）に基づく情報公開請求があった場合、第三者に開

示することがある。 

（７） 提出書類に虚偽の記載をした場合は、失格とするとともに、虚偽の記載をした者に



7 

 

対して、朝日町建設工事等資格（指名）停止措置要領の規定による資格（指名）停

止又は契約等の相手方となるものから当分の間排除する措置を行うことがある。 

（８） 参加者は、受託候補者選定後、本プロポーザルに係る要領等の内容について、又は

錯誤等を理由に異議を申し立てることはできないものとする。 

（９） 本プロポーザルは、受託候補者の特定を目的に実施するものであり、契約内容等に

ついては提案内容を基本とするが、当該内容を確約するものではない。 

（10） 本業務の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（11） 参加意思表明書提出後又は企画提案書提出後に本プロポーザルへの参加を辞退した

い場合は、令和５年８月１８日（金）までに辞退届（任意様式）を３の担当部署に持

参又は郵送（簡易書留又は書留に限る。）すること。 

（12） 参加意思表明書提出後の参加辞退は自由であり、辞退しても今後不利益となるよう

な取扱いはしない。 

（13） 本業務の受託者となった場合でも、今後予定している新庁舎建設に関する基本設計

等の業務の入札等への参加を制限することはない。 


